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小中学校の学力
令和5年12月定例会｜該当テーマの発言のみを収録。質問・答弁・再質問の順序と文言を維持しています。

この資料は正式会議録から「小中学校の学力」に関係する発言をテーマ別に抜粋したものです。省略部分は他テーマの発言です。

○１０番（崎尾亮介君） ［登壇］

次に、大きく２項目めとして、小中学校の学力についてお尋ねします。新型感染症の流行による社会の在り方の変化

、教育機会確保法による多様な学びの容認、それに伴う不登校という教育の在り方に対する概念の捉え方と対応の多

様化、ＧＩＧＡスクール構想に基づく物理的な教育環境の変化など、学力の中身は様々な要因により、大きな変革の

ときを迎えていると感じています。特に、既存の教育と今求められている教育を比較した際に、大きな違いは画一と

多様のバランスの違いだと考えています。既存の教育は、結果的に画一化し、今。求められる教育は多用と考えます

。それぞれにメリット、デメリットが存在し、思考を停止し盲目的にどちらか一方を迎合するのは危険だと考えます

。例えば、画一のメリットは集団意識の形成、識字率の高さ、モラルの共通認識による犯罪率の低さなどあり、逆に

、多様のメリットは個人個性の尊重、ありのままの固有を受け入れる、様々な概念の創造、専門性の追求などあり、

どちらかに偏重しないことが肝要だと考えます。日田市におきましても、数値化の難しい多様な教育的活動は、日田

高生による文部科学大臣賞の受賞、日田市青少年健全育成大会や小学校の学校開校などで拝見させていただき、市民

としても誇らしく感じました。そこで、数値化できるものについてお尋ねします。令和５年度の小学校５年生と中学

２年生の大分県学力定着状況調査の結果と今後の対策の状況についてお答えください。市独自の学力調査の目的と効

果をお答えください。

○教育長（江嶋久典君） ［登壇］

私からは、小中学生の学力についてお答えします。

初めに、令和５年度の大分県学力定着状況調査についてでございますが、本調査は児童生徒の学力や学習生活状況を

把握、分析し、学校における児童生徒への教育指導の充実や学習状況の改善等に役立てることを目的として、県全体

で実施されているものです。

対象は、小学校５年生と中学校２年生の児童生徒で、毎年４月の下旬に実施されています。調査内容は、小学校５年

生は国語、算数、理科の３教科と児童質問紙調査、中学校２年生は国語、社会、数学、理科、英語の５教科と生徒質

問紙調査となっており、いずれも前年度までの学習内容となっております。

そこで、議員お尋ねの本調査における結果と対策の現状でございますが、まず結果につきましては、小学校５年生に

ついては、国語、算数、理科のいずれの偏差値も全国平均を上回り、県平均とも同等でしたが、中学校２年生につい

ては国語で全国平均と同等であったものの、社会、数学、理科、英語の４教科で全国平均を下回り、県の平均と比較

しても国語で２ポイント、社会、数学、理科で３ポイント、英語で４ポイント下回りました。

質問紙調査の結果としましては、学習に対する粘り強さや規範意識、地域とのつながり等において、全国、県平均を

上回りましたが、一方で基本的な生活習慣や中学校における学習意欲の面で、全国、県平均を下回る結果でした。

本調査結果に基づく対策の現状でございますが、調査後は、まず市教委から市全体としての結果の分析による課題と

対策について、資料を基に各学校長へ説明を行うとともに、調査結果を活用した各学校での授業改善をはじめとする

対策が、組織的に推進されるよう指導しています。

また、各学校で学力向上に中心的な役割を担っている研究主任に対しても、直接、課題と対策のポイントを伝え、学

校の実態に応じた取組を具体化することについて指導、助言を行っているところです。
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さらに、各学校では、年２回、学力向上会議を開催し、児童生徒の学力の定着状況や学校の対策について、保護者や

地域の方に説明したり、学習生活状況の結果から、家庭、地域と共同した取組の点検を行ったりしています。

こうした取組を通じて、全ての学校で学力の定着、向上の取組の徹底を図っているところです。

次に、市独自の学力調査についてでございますが、本調査は、児童生徒の学力定着状況について客観的に把握すると

ともに、その学年の学習内容を年度内に確実に定着させるための指導方法の改善、充実を図ることを目的としており

、毎年１月に、受験を控えた中学校３年生を除く、小学校全学年と中学校１、２年生で調査を実施しております。調

査内容は、小学校１年生から３年生までは、国語、算数の２教科、小学校４年生から６年生までは、国語、社会、算

数、理科の４教科、中学校１、２年生は、国語、社会、数学、理科、英語の５教科となっています。調査結果の活用

につきましては、県の調査と同様に、市教委による日田市全体の調査結果の分析を行い、各学校に対して補充学習等

の具体的対策について指導、助言を行います。これを受けて、各学校では、学年及び教科ごとの分析と課題の把握を

行い、課題を解決するための家庭学習の工夫や補充学習の方策等を講じ、年度内での学習内容の定着を図っておりま

す。直近５年間の学力調査結果の傾向といたしましては、実施年度、学年、学級によって異なりますが、小学校では

おおむね全国平均と同等もしくは上回っているものの、中学校では全国平均を下回る教科が見られ、特に英語におい

て下降傾向にあると言えます。本調査の効果としましては、児童生徒一人一人の定着状況を市平均や全国平均と比較

することができる標準的な学力調査となっており、学力の定着状況について、より客観的な把握ができることに加え

、学年末のまとめの時期に、児童生徒一人一人の課題に応じることが可能なフォローアップシートやＡＩドリルの活

用による効果的、効率的な補充学習ができるようになったことなどがあり、年度内に学習内容の定着を図る上で本調

査を活用する効果は大きいと考えております。私からは以上でございます。

○１０番（崎尾亮介君） ［再質問］

それでは、小中学校の学力について再質問させていただきます。先ほどお伺いした感じだと、中学生の学力が特にち

ょっと低いということでございました。それの対策として、市は、中学校確かな学力育成支援事業、中学校学びアッ

プ事業というのを設置されていると思うんですけれども、この事業についてお尋ねいたします。市は、学力を具体的

にどういった能力と認識しておりますか。お答えいただけますか。

○教育長（江嶋久典君） ［答弁］

市教委としましては、学力とは学校教育法第３０条第２項が定める、学校教育において重視すべき３要素として示さ

れております、基本的な知識及び技能。次に、知識技能を活用して課題を解決するために必要な思考力、判断力、表

現力等。そして、主体的に学習に取り組む態度と捉えております。

○１０番（崎尾亮介君） ［再質問］

その事業の中で、中学校確かな学力育成事業で、民間の英語検定を小学校６年生と中学校２年生に全額補助していま

すが、民間の英語能力を判定する試験は様々ある中、英語検定を選定した理由と、実施する上で求める効果をお答え

ください。

○教育長（江嶋久典君） ［答弁］

民間の英語検定、いわゆる英検を採用している理由としましては、指標となるレベルが等級で示されており、学年段

階で取得が推奨される級の目安も示されていることから、児童生徒が自分のレベルに応じた級に挑戦し、合格を目指

して勉強できること、それから、高校入試の際などに中学校が作成する調査書にも記載することができる公に認めら

れた検定であることから、資格取得が生徒にとって有効であること、そして、準会場と申しますけれども、学校を会

場として受検することが可能であることなどが挙げられます。本事業の目的は、挑戦意欲を喚起して、資格取得など
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の成功体験を実感させることを通して、児童生徒の学習意欲の向上を図ることでありまして、受検することで英語に

対して主体的に取り組もうとする意欲の向上を期待しております。

○１０番（崎尾亮介君） ［再質問］

その英語検定を受検する際に、学校側は具体的な対策等はなされているんですか。

○教育長（江嶋久典君） ［答弁］

英検に特化した対策というのが、なかなか授業の時間内ではできにくいところがあります。したがいまして、受検時

期に、それぞれの英語教員が自発的にその英検の問題に対応した練習というのを実際に行っているというケースは多

々ございます。

○１０番（崎尾亮介君） ［再質問］

受検率が９割を超えていると把握しているんですけれども、その中で、主体的に学習できない方等もいるとは思うん

です。その際において、受けっぱなしという表現もあれですけれども、計画を持って学習する、受検を合格するとい

ったビジョンも必要じゃないかと思うんですけれども、その点、どうお考えですか。

○教育長（江嶋久典君） ［答弁］

事前だけではなくて、事後にも、結果等が返ってきたときに、それを渡しっぱなしということではなくて、そのデー

タを見ながら一人一人に対して、英語の教員が個別にいろんな助言、アドバイス、こういったものを取り組んでいる

ところでございます。

○１０番（崎尾亮介君） ［再質問］

中学校学びアップ事業についてお伺いします。

月に２回、各中学校で数学の授業をされていると思うんですけれども、なぜ数学なのか、お答えください。

○教育長（江嶋久典君） ［答弁］

中学生学びアップ事業は、中学校１、２年生を対象に、月に２回、放課後の１時間を利用して、数学の基礎的、基本

的内容の定着を目的とした学習指導であり、指導者には地域の方や教員をしていた方にお願いをいたしております。

特に、基礎からの学習の積み上げが必要な教科であり、早い段階での生徒のつまずきが多いこと、それから月２時間

の指導であっても、個別の指導によって効果が期待できるという観点から、教科を数学といたしているところであり

ます。

○１０番（崎尾亮介君） ［再質問］

学力向上アクションプランの中に修熟度別の学習についてあるが、その事例とその効果についてお答えください。

○教育長（江嶋久典君） ［答弁］

中学校数学において、基礎と応用の２つのコースを設定し、コースの選択は生徒の希望で行うという事例が、まずご

ざいます。修熟度別の学習の効果といたしましては、授業時間内に扱う問題数や難易度によってコースを設定してお

りまして、生徒は自分のレベルに合ったコースを選ぶことができます。したがいまして、意欲的に授業に臨むことが

できる。教師にとっても、コース別集団に応じた内容とスピードで授業を進めることができるというようなことが挙

げられるかと思います。
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○１０番（崎尾亮介君） ［再質問］

先ほど、一連の質問の中で感じたことを踏まえた上で、ちょっと、ひとつ提案をさせていただきたいと思います。数

学という学問は再出発がしづらい教科で、カリキュラムが階段のようになっており、生徒が覚醒し、一念発起しても

結果につながりにくいのが現状です。単元が独立しておらず、それ以前の単元の内容を予備知識として使い、それが

学年をまたぐ場合もあります。現在の履修に、学年をまたぐ復習が必要な場合もあることが数学の課題と考えます。

そこで、現在の確かな学力育成事業で英語検定を受検しているものを、数学検定も選択可能にすること、学びアップ

事業の内容を数学検定受検を中心に置いたものにすることを提案します。２つの事業の教科を統一して親和性を高め

、相乗効果を期待するものです。それに付随して、目標を達成するための内面的指導も導入し、将来的には、学年関

係なく半額負担で検定を受検するような継続的な学習サイクルをつくることが理想です。根拠が明確なメリットから

順に申し上げますと、共に市の既存の事業であることから追加予算の必要がないこと、事業成果が可視化され、評価

しやすいこと、学年をまたぐ就熟度別学習が可能であること、不登校の生徒の学習支援の可能性もあること。以上の

４つになります。教育長、御意見がございましたらいただけますか。

○教育長（江嶋久典君） ［答弁］

放課後の数学の強化を取り上げているもう１つの理由として、指導者の確保が何とか可能になっているという状況も

あります。ですので、放課後の学力補充の問題については、現在のままで行くのがいいのではないかなと思っており

ます。ただ、英検と数検の問題なんですけれども、これについては、議員から御提案もありましたので、それぞれの

検定の内容等、こういったものも、もう少し研究をさせていただきたいというふうには考えております。大分県のほ

うも、令和４年度から、小学校６年生を対象に英検のほうを実施するということになりまして、この小学校６年生に

ついては、今、県のほうでの実施となっております。それから、今年度から、中学校１年生を対象とした英検という

ことを取り入れておりますので、県のほうでも英検、これを取り入れた事業ということを始めております。したがい

まして、先ほど申し上げました日田市の学力実態からしたときにも、確かに数学の学び、指導については難しいとこ

ろもあるんですが、現時点では日田市の課題である英語、これについて検定のほうは力点を入れていきたいというふ

うな考えではございます。


